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議第73号

京都市市税条例等の一部を改正する条例の制定について

　京都市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

平成30年５月17日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市市税条例等の一部を改正する条例

（京都市市税条例の一部改正）

第１条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第28条第１項第１号中「配偶者特別控除額」の右に「（同法第２条第１

項第33号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」を加え

る。

　　第82条の見出し中「意義」の右に「及び製造たばこの区分」を加え，同

条中「第464条各号」を「第464条第１項各号」に改め，同条に次の１項を

加える。

　２　製造たばこの区分及び製造たばこ代用品に係る製造たばこの区分は，

法第464条第２項に定めるところによる。

　　第83条の次に次の１条を加える。

　（製造たばことみなす場合）

　第83条の２　特定加熱式たばこ喫煙用具（法第466条の２に規定する特定

加熱式たばこ喫煙用具をいう。以下この条において同じ。）は，製造た

ばことみなして，この節の規定を適用する。この場合において，特定加

熱式たばこ喫煙用具に係る製造たばこの区分は，加熱式たばことする。

　　第84条第１項中「前条第１項」を「第83条第１項」に改める。

　　第85条中「5,262円」を「5,692円」に改める。

　　附則第７条第１項第１号を削り，同項第２号中「附則第15条第２項第２
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号及び第３号，第32項第２号」を「附則第15条第２項第１号及び第２号，

第32項第３号」に改め，同号を同項第１号とし，同項第３号中「附則第15

条第２項第７号」を「附則第15条第２項第６号及び第32項第２号」に改め，

同号を同項第２号とし，同項第４号から同項第６号までを１号ずつ繰り上

げ，同項に次の２号を加える。

　　⑹　法附則第15条第44項　３分の１

　　⑺　法附則第15条第47項　零

　　附則第８条の見出し中「固定資産税」を「固定資産税等」に改め，同条

第１項前段中「第15条の10」を「第15条の11」に改め，「固定資産税」の

右に「又は都市計画税」を加え，同条第２項中「又は第15条の10第１項」

を「，第15条の10第１項又は第15条の11第１項」に改め，同条に次の１項

を加える。

　６　法附則第15条の11第１項の規定は，同項の規定の適用を受けようとす

る固定資産税又は都市計画税の納税義務者が，同項に規定する利便性等

向上改修工事が完了した日から３月以内に，同項に規定する改修実演芸

術公演施設につき同項の適用があるべき旨の申告を市長に行った場合

（当該期間内に申告されなかったことについてやむを得ない理由がある

と市長が認めるときを含む。）に限り，適用する。

　　附則第８条の２の見出し中「平成28年度」を「平成31年度」に，「平成

29年度」を「平成32年度」に改め，同条第１項中「平成28年度分」を「平

成31年度分」に，「平成29年度分」を「平成32年度分」に改め，同条第２

項中「平成28年度適用土地」を「平成31年度適用土地」に，「平成28年度

類似適用土地」を「平成31年度類似適用土地」に，「平成29年度分」を

「平成32年度分」に改める。

　　附則第11条の前の見出しを削り，同条に見出しとして「（通常市街化

区域農地に対して課する平成31年度以降の各年度分の固定資産税の特

例）」を付し，同条第１項中「昭和47年度」を「平成31年度」に改め，「同
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じ。）」の右に「のうち，田園住居地域内市街化区域農地（同項に規定する

田園住居地域内市街化区域農地をいう。以下同じ。）以外のもの（以下こ

の条において「通常市街化区域農地」という。）」を加え，「当該市街化区

域農地」を「当該通常市街化区域農地」に改め，「（以下「類似宅地」とい

う。）」を削り，同条第２項中「昭和47年度以降の各年度」を「平成31年度

以降の第２年度又は第３年度」に，「法附則第19条の２第２項各号に掲げ

る」を「，新たに通常市街化区域農地となり，又は通常市街化区域農地で

あった土地が市街化区域農地以外の農地となる」に，「第349条第２項から

第６項まで及び」を「第349条第２項第１号に掲げる事情があるものとみ

なし，同項から第６項までの規定を適用する。この場合における同項から

第６項までの規定の適用については，」に改め，同条第３項中「平成28年

度」を「平成31年度以降の第２年度又は第３年度」に，「法附則第19条の

２第３項各号に掲げる」を「，法附則第19条の２第３項に規定する」に改

め，「（次項に規定する土地に該当するに至った場合の当該土地を除く。）

に対する附則第８条の２の規定の適用」を削り，「法附則第17条の２第１

項及び第２項」を「当該事情がある賦課期日に係る年度分の固定資産税に

限り，第42条第２項，第３項及び第５項の規定にかかわらず，法第349条

第２項，第３項及び第５項」に改め，「並びに」の右に「法附則」を加え，

同条第４項中「平成29年度」を「平成31年度」に，「法附則第19条の２第

４項各号に掲げる」を「第２項に規定する」に改め，「土地」の右に「（第

６項又は第７項に規定する土地に該当するに至った場合における当該土地

を除く。）」を加え，同条に次の３項を加える。

　５　平成31年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地

（次項又は第７項に規定する土地に該当するに至った場合における当該

土地を除く。）に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附

則第17条の２第１項及び第２項並びに第19条の２第５項に定めるところ

による。
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　６　平成32年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地

に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附則第17条の２第

１項及び第２項並びに第19条の２第６項に定めるところによる。

　７　平成32年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地

に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附則第17条の２第

１項及び第２項並びに第19条の２第７項に定めるところによる。

　　附則第11条の次に次の１条を加える。

　（田園住居地域内市街化区域農地に対して課する平成31年度以降の各年度

分の固定資産税の特例）

　第11条の２　平成31年度以降の各年度に係る賦課期日に所在する田園住居

地域内市街化区域農地に対して課する固定資産税の課税標準となるべき

価格については，当該田園住居地域内市街化区域農地とその状況が類似

する宅地の固定資産税の課税標準とされる価格に比準する価格を法第

388条第１項に規定する固定資産評価基準（田園住居地域内市街化区域

農地に係る部分に限る。）により補正した価格により定められるものと

する。

　２　平成31年度以降の第２年度又は第３年度に係る賦課期日において，新

たに田園住居地域内市街化区域農地となり，又は田園住居地域内市街化

区域農地であった土地が市街化区域農地以外の農地となる事情がある土

地については，当該事情がある賦課期日に係る年度分の固定資産税に限

り，第42条第２項から第６項までの規定にかかわらず，法第349条第２

項第１号に掲げる事情があったものとみなし，同項から第６項までの規

定を適用する。この場合における同項から第６項までの規定の適用につ

いては，法附則第19条の２の２第２項に定めるところによる。

　３　平成32年度以降の第２年度又は第３年度に係る賦課期日において，法

附則第19条の２の２第３項の事情がある土地については，当該事情があ

る賦課期日に係る年度分の固定資産税に限り，第42条第２項，第３項及
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び第５項の規定の適用については，法第349条第２項，第３項及び第５

項並びに附則第19条の２の２第３項に定めるところによる。

　４　平成31年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地

（次項又は第６項に規定する土地に該当するに至った場合における当該

土地を除く。）に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附

則第17条の２第１項及び第２項並びに第19条の２の２第４項に定めると

ころによる。

　５　平成32年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地

に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附則第17条の２第

１項及び第２項並びに第19条の２の２第５項に定めるところによる。

　６　平成32年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地

に対する附則第８条の２の規定の適用については，法附則第17条の２第

１項及び第２項並びに第19条の２の２第６項に定めるところによる。

　　附則第12条の前に見出しとして「（市街化区域農地に対して課する平成

６年度以降の各年度分の固定資産税の特例）」を付する。

　　附則第18条の２第３項中「第37条の７」を「第37条の６」に，「第37条

の９の４」を「第37条の８」に，「第37条の９の５」を「第37条の９」に

改める。

第２条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第28条の４第６項中「法第317条の６第６項各号」を「，第32条の８の

２第１項に規定する老齢等年金給付の支払をする者にあっては法第317条

の６第６項各号に掲げる方法のいずれかにより，それ以外の公的年金等の

支払をする者にあっては同項第１号又は第２号」に改め，同条に次の１項

を加える。

　９　第５項（法第317条の６第５項第１号に係る部分に限る。）又は第６項

（法第317条の６第６項第１号に係る部分に限る。）の規定により行われ

た記載事項の提供については，法第762条第１号の機構の使用に係る電
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子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルへの記録がされ

たときに市長に到達したものとみなす。

　　第32条の８の８第３項後段中「「第32条の８の５第１項」とあるのは

「第32条の８の８第３項において読み替えて準用する第32条の８の５第１

項」と，」を削る。

　　附則第７条第１項第１号中「並びに第45項」を「並びに第44項」に改め，

同項第６号中「附則第15条第44項」を「附則第15条第43項」に改め，同項

第７号中「附則第15条第47項」を「附則第15条第46項」に改める。

第３条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第17条の３中「得た金額」の右に「に100,000円を加算した金額」を加

える。

　　第27条第２項を次のように改める。

　２　所得割の納税義務者については，次の各号に掲げる者の区分に応じ，

当該各号に掲げる額を，法第314条の２の規定により，その者の前年の

所得について算定した総所得金額，退職所得金額又は山林所得金額から

控除する。

　　⑴　前年の合計所得金額が25,000,000円以下の者　雑損控除額，医療費

控除額，社会保険料控除額，小規模企業共済等掛金控除額，生命保険

料控除額，地震保険料控除額，障害者控除額，寡婦（寡夫）控除額，

勤労学生控除額，配偶者控除額，配偶者特別控除額，扶養控除額及び

基礎控除額

　　⑵　前号に掲げる者以外のもの　前号に掲げる額（基礎控除額を除く。）

　　第27条の６第１項中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が

25,000,000円以下である所得割の納税義務者」に改める。

　　第85条中「5,692円」を「6,122円」に改める。

第４条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第85条中「6,122円」を「6,552円」に改める。
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（京都市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第５条　京都市市税条例等の一部を改正する条例（平成27年６月５日京都市

条例第５号）の一部を次のように改正する。

　　附則第４条第２項第３号中「平成31年３月31日」を「平成31年９月30

日」に改め，同条第13項前段中「平成31年４月１日」を「平成31年10月１

日」に改め，同項後段中「1,262円」を「1,692円」に改め，同条第14項の

表第４項の項中「平成31年４月30日」を「平成31年10月31日」に改め，同

表第６項の項中「平成31年９月30日」を「平成32年３月31日」に改め，同

表第７項の表第90条の２第１項の項の項中「平成31年４月30日」を「平成

31年10月31日」に改め，同表第７項の表第93条第２項の項の項中「平成31

年９月30日」を「平成32年３月31日」に改める。

第６条　京都市市税条例等の一部を改正する条例（平成28年６月10日京都市

条例第３号）の一部を次のように改正する。

　　附則第２条第１項中「前条第２号」を「前条第１号」に改める。

第７条　京都市市税条例等の一部を改正する条例（平成29年６月９日京都市

条例第４号）の一部を次のように改正する。

　　第１条のうち第32条の５の改正規定中「第９条の24」を「第９条の23」

に，「第９条の25」を「第９条の24」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条　この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規

定は，当該各号に定める日から施行する。

　⑴　第１条中第82条の改正規定，第83条の次に１条を加える改正規定，第

84条の改正規定及び第85条の改正規定，第５条並びに附則第４条の規定

　平成30年10月１日

　⑵　第１条中第28条及び附則第18条の２の改正規定並びに次条の規定　平

成31年１月１日
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　⑶　第２条の規定　平成31年４月１日

　⑷　第３条中第85条の改正規定及び附則第５条の規定　平成32年10月１日

　⑸　第３条の規定（第85条の改正規定を除く。）　平成33年１月１日

　⑹　第４条及び附則第６条の規定　平成33年10月１日

　⑺　第１条中附則第７条第１項に２号を加える改正規定（同項第７号に係

る部分に限る。）　生産性向上特別措置法（平成30年法律第　　号）附則

第１条本文に規定する日

（市民税に関する規定の適用区分）

第２条　第１条の規定による改正後の京都市市税条例（以下「改正後の条

例」という。）第28条第１項第１号の規定は，平成31年度分の個人の市民

税の申告から適用し，平成30年度分までの個人の市民税の申告については，

なお従前の例による。

２　第６条の規定による改正後の京都市市税条例等の一部を改正する条例

（平成28年６月10日京都市条例第３号）附則第２条第１項の規定は，平成

29年１月１日以後にこの条例による改正後の京都市市税条例第９条第１項

に規定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。

（固定資産税に関する規定の適用区分）

第３条　平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に取得された地方

税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号。以下「地方税法等改

正法」という。）附則第20条第２項に規定する地方税法等改正法第１条の

規定による改正前の地方税法（以下「旧法」という。）附則第15条第２項

に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については，なお従前

の例による。

２　平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に新たに取得された地

方税法等改正法附則第20条第６項に規定する旧法附則第15条第32項に規定

する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税について

は，なお従前の例による。
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３　改正後の条例附則第11条及び第11条の２の規定は，平成31年度以後の年

度分の固定資産税について適用し，平成30年度分までの固定資産税につい

ては，なお従前の例による。

（市たばこ税に関する経過措置）

第４条　別段の定めがあるものを除き，平成30年10月１日前に課した，又は

課すべきであった市たばこ税については，なお従前の例による。

２　平成30年10月１日前にこの条例による改正前の条例第83条第１項に規定

する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（地方税法

第469条第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。以下「売渡し

等」という。）が行われた旧法第464条第１号に規定する製造たばこ（京都

市市税条例等の一部を改正する条例（平成27年６月５日京都市条例第５号。

以下「平成27年改正条例」という。）附則第４条第１項に規定する紙巻た

ばこ３級品を除く。以下この条において「製造たばこ」という。）を同日

に販売のため所持する改正後の条例第83条第１項に規定する卸売販売業者

等（以下「卸売販売業者等」という。）又は地方税法等改正法第１条の規

定による改正後の地方税法（以下「新法」という。）第464条第１項第４号

に規定する小売販売業者（以下「小売販売業者」という。）がある場合に

おいて，これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第

７号。以下「所得税法等改正法」という。）附則第51条第１項の規定によ

り製造たばこの製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造た

ばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課

されることとなるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該製造た

ばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合にあっては本市の区域内に

所在する当該製造たばこの貯蔵場所，これらの者が小売販売業者である場

合にあっては本市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する当該

小売販売業者の営業所において所持されるものに限る。）を同日に本市の

区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡したもの
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とみなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標

準は，当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市た

ばこ税の税率は，1,000本につき430円とする。

３　前項の規定により市たばこ税を課される者は，同項の貯蔵場所又は小売

販売業者の営業所ごとに，地方税法等改正法附則第23条第３項に規定する

申告書を平成30年10月31日までに，市長に提出しなければならない。

４　第２項の規定により市たばこ税を課される者が前項の申告書を地方税法

等改正法附則第23条第４項の規定により京都府知事又は税務署長に提出し

たときは，当該申告書を市長に提出したものとみなす。

５　第３項の申告書を提出した者は，平成31年４月１日までに，当該申告書

に記載した市たばこ税額に相当する金額を納付しなければならない。

６　第２項の規定により市たばこ税を課する場合においては，同項から前項

までに規定するもののほか，改正後の条例の規定中市たばこ税に関する部

分（改正後の条例第84条第１項，第85条，第86条，第88条，第89条及び第

92条の規定を除く。）を適用する。この場合において，次の表の左欄に掲

げる改正後の条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。

第９条第１項第２号 又は第88条第１項若しくは
第２項

，第90条第２項

第195条第１項 第195条第１項又は京都市
市税条例等の一部を改正す
る条例（平成30年　　月　
　日京都市条例第　　号。
以下「平成30年改正条例」
という。）附則第４条第３
項

申告書 申告書又は修正申告書（第
90条第２項の規定による申
告書又は修正申告書にあっ
ては，平成31年４月１日ま
でに提出されたものに限
る。）
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第９条第１項第３号 第19項又は第88条第１項若
しくは第２項

第19項

第195条第１項 第195条第１項又は平成30
年改正条例附則第４条第３
項

提出期限 提出期限（平成30年改正条
例附則第４条第３項の規定
による申告書にあっては，
同条第５項の納期限）

第９条第１項第５号 税額 税額（第２号に掲げる税額
を除く。）

第84条第２項 前項 平成30年改正条例附則第４
条第２項

第90条第１項 第88条第１項又は第２項の
規定により申告書

平成30年改正条例附則第４
条第３項の規定により申告
書

第88条第１項又は第２項の
規定により申告納付する

平成30年改正条例附則第４
条第３項から第５項までの
規定により申告納付する

第90条第２項 第88条第１項若しくは第２
項

平成30年改正条例附則第４
条第３項

第90条の２第１項 第88条第１項又は第２項 平成30年改正条例附則第４
条第３項

当該各項に規定する申告書
の提出期限

平成30年10月31日

第93条第２項 経過する日 経過する日（当該経過する
日が平成31年４月１日前で
ある場合には，同日）

７　卸売販売業者等が，販売契約の解除その他やむを得ない理由により，本

市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した

製造たばこのうち，第２項の規定により市たばこ税を課された，又は課さ



（議第73号）12

れるべきものの返還を受けた場合には，当該卸売販売業者等が改正後の条

例第88条の規定により市長に提出すべき申告書には，地方税法等改正法附

則第23条第７項に規定する書類を添付しなければならない。

第５条　別段の定めがある場合を除き，平成32年10月１日前に課した，又は

課すべきであった市たばこ税については，なお従前の例による。

２　平成32年10月１日前に売渡し等が行われた新法第464条第１項第１号に

規定する製造たばこ（以下「製造たばこ」という。）を同日に販売のため

所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これらの

者が所得税法等改正法附則第51条第９項の規定により製造たばこの製造者

として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出

したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるとき

は，これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸

売販売業者等である場合にあっては本市の区域内に所在する当該製造たば

この貯蔵場所，これらの者が小売販売業者である場合にあっては本市の区

域内に所在する当該製造たばこを直接管理する当該小売販売業者の営業所

において所持されるものに限る。）を同日に本市の区域内に小売販売業者

の営業所の所在する小売販売業者に売り渡したものとみなして，市たば

こ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該売り渡

したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市たばこ税の税率は，

1,000本につき430円とする。 

３　前項の規定により市たばこ税を課される者は，同項の貯蔵場所又は小売

販売業者の営業所ごとに，地方税法等改正法附則第25条第３項に規定する

申告書を平成32年11月２日までに，市長に提出しなければならない。

４　第２項の規定により市たばこ税を課される者が前項の申告書を地方税法

等改正法附則第25条第４項の規定により京都府知事又は税務署長に提出し

たときは，当該申告書を市長に提出したものとみなす。

５　第３項の申告書を提出した者は，平成33年３月31日までに，当該申告書
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に記載した市たばこ税額に相当する金額を納付しなければならない。

６　第２項の規定により市たばこ税を課する場合においては，同項から前項

までに規定するもののほか，附則第１条第４号に掲げる規定による改正後

の条例（以下この条において「32年改正後の条例」という。）の規定中市

たばこ税に関する部分（32年改正後の条例第84条第１項，第85条，第86条，

第88条，第89条及び第92条の規定を除く。）を適用する。この場合におい

て，次の表の左欄に掲げる32年改正後の条例の規定中同表の中欄に掲げる

字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第９条第１項第２号 第88条第１項若しくは第２
項

，第90条第２項

第195条第１項 第195条第１項又は京都市
市税条例等の一部を改正す
る条例（平成30年　　月　
　日京都市条例第　　号。
以下「平成30年改正条例」
という。）附則第５条第３
項

申告書 申告書又は修正申告書（第
90条第２項の規定による申
告書又は修正申告書にあっ
ては，平成33年３月31日ま
でに提出されたものに限
る。）

第９条第１項第３号 第69条の６第１項，第88条
第１項若しくは第２項

第69条の６第１項，

第195条第１項 第195条第１項又は平成30
年改正条例附則第５条第３
項

提出期限 提出期限（平成30年改正条
例附則第５条第３項の規定
による申告書にあっては，
同条第５項の納期限）

第９条第１項第５号 税額 税額（第２号に掲げる税額
を除く。）
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第84条第２項 前項 平成30年改正条例附則第５
条第２項

第90条第１項 第88条第１項又は第２項の
規定により申告書

平成30年改正条例附則第５
条第３項の規定により申告
書

第88条第１項又は第２項の
規定により申告納付する

平成30年改正条例附則第５
条第３項から第５項までの
規定により申告納付する

第90条第２項 第88条第１項若しくは第２
項

平成30年改正条例附則第５
条第３項

第90条の２第１項 第88条第１項又は第２項 平成30年改正条例附則第５
条第３項

当該各項に規定する申告書
の提出期限

平成32年11月２日

第93条第２項 経過する日 経過する日（当該経過する
日が平成33年３月31日前で
ある場合には，同日）

７　卸売販売業者等が，販売契約の解除その他やむを得ない理由により，本

市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した

製造たばこのうち，第２項の規定により市たばこ税を課された，又は課さ

れるべきものの返還を受けた場合には，当該卸売販売業者等が32年改正後

の条例第88条の規定により市長に提出すべき申告書には，地方税法等改正

法附則第25条第７項に規定する書類を添付しなければならない。

第６条　別段の定めがあるものを除き，平成33年10月１日前に課した，又は

課すべきであった市たばこ税については，なお従前の例による。

２　平成33年10月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売のた

め所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これら

の者が所得税法等改正法附則第51条第11項の規定により製造たばこの製造

者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移
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出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなると

きは，これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が

卸売販売業者等である場合にあっては本市の区域内に所在する当該製造た

ばこの貯蔵場所，これらの者が小売販売業者である場合にあっては本市の

区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する当該小売販売業者の営業

所において所持されるものに限る。）を同日に本市の区域内に小売販売業

者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡したものとみなして，市たば

こ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該売り渡

したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市たばこ税の税率は，

1,000本につき430円とする。 

３　前項の規定により市たばこ税を課される者は，同項の貯蔵場所又は小売

販売業者の営業所ごとに，地方税法等改正法附則第26条第３項に規定する

申告書を平成33年11月１日までに，市長に提出しなければならない。

４　第２項の規定により市たばこ税を課される者が前項の申告書を地方税法

等改正法附則第26条第４項の規定により京都府知事又は税務署長に提出し

たときは，当該申告書を市長に提出したものとみなす。

５　第３項の申告書を提出した者は，平成34年３月31日までに，当該申告書

に記載した市たばこ税額に相当する金額を納付しなければならない。

６　第２項の規定により市たばこ税を課する場合においては，同項から前項

までに規定するもののほか，第４条による改正後の条例（以下「33年改正

後の条例」という。）の規定中市たばこ税に関する部分（33年改正後の条

例第84条第１項，第85条，第86条，第88条，第89条及び第92条の規定を除

く。）を適用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる33年改正後

の条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

第９条第１項第２号 第88条第１項若しくは第２
項

，第90条第２項



（議第73号）16

第195条第１項 第195条第１項又は京都市
市税条例等の一部を改正す
る条例（平成30年　　月　
　日京都市条例第　　号。
以下「平成30年改正条例」
という。）附則第６条第３
項

申告書 申告書又は修正申告書（第
90条第２項の規定による申
告書又は修正申告書にあっ
ては，平成34年３月31日ま
でに提出されたものに限
る。）

第９条第１項第３号 第69条の６第１項，第88条
第１項若しくは第２項

第69条の６第１項，

第195条第１項 第195条第１項又は平成30
年改正条例附則第６条第３
項

提出期限 提出期限（平成30年改正条
例附則第６条第３項の規定
による申告書にあっては，
同条第５項の納期限）

第９条第１項第５号 税額 税額（第２号に掲げる税額
を除く。）

第84条第２項 前項 平成30年改正条例附則第６
条第２項

第90条第１項 第88条第１項又は第２項の
規定により申告書

平成30年改正条例附則第６
条第３項の規定により申告
書

第88条第１項又は第２項の
規定により申告納付する

平成30年改正条例附則第６
条第３項から第５項までの
規定により申告納付する

第90条第２項 第88条第１項若しくは第２
項

平成30年改正条例附則第６
条第３項

第90条の２第１項 第88条第１項又は第２項 平成30年改正条例附則第６
条第３項
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当該各項に規定する申告書
の提出期限

平成33年11月１日

第93条第２項 経過する日 経過する日（当該経過する
日が平成34年３月31日前で
ある場合には，同日）

７　卸売販売業者等が，販売契約の解除その他やむを得ない理由により，本

市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した

製造たばこのうち，第２項の規定により市たばこ税を課された，又は課さ

れるべきものの返還を受けた場合には，当該卸売販売業者等が33年改正後

の条例第88条の規定により市長に提出すべき申告書には，地方税法等改正

法附則第26条第７項に規定する書類を添付しなければならない。

提案理由

　地方税法の一部改正に伴い，市たばこ税の税率を改める等の必要があるの

で提案する。


